
　平成20年度の一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算は、９月に開かれた第５回定例市議会に上程され、
そのうち水道・病院・下水道の公営企業会計決算は、会期中に決算審査特別委員会で審査し、認定しました。 
　また、９月定例会で継続審査とした一般会計と六つの特別会計決算は、閉会中の決算審査特別委員会で審査
し、10月に開かれた第６回臨時市議会で認定しています。 
　地方自治体を取り巻く財政環境が年ごとに厳しさを増す状況の中、委員会の審査では、20年度の行財政運営
の実績や各施策の効果などについて活発な論議が交わされました。 
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－財政の体質改善へさらなる努力を－ 
　平成20年度決算は、地方公共団体
の財政構造の弾力性を示す「経常収
支比率」が、前年度より0.7ポイン
ト改善するとともに、財政力の余裕
度を示す「財政力指数」が、わずか
に上昇傾向を示す結果となったもの
の、類似団体との比較では、依然と
して低い比率にあります。 
　また、実質赤字比率など、四つの
健全化判断比率と地方公営企業の資
金不足比率については、いずれも早
期健全化団体となる数値には達して
いないものの、今後とも、財政体質
の改善に取り組む必要があります。 

◆一般会計……一般会計決算は、歳
入436億2799万9950円に対し、歳出
は433億9214万6706円で、差し引き
２億3585万3244円の残額となり、翌
年度へ繰り越すべき財源を除いた「実
質収支額」は、１億5494万4414円と
なっています。 
　しかし、この黒字決算は、市税の
落ち込みなどを基金の取り崩しで補
った結果であり、今後も税収確保に
努めるほか、さらに計画的で効率的
な行財政運営が求められます。 
◆特別会計……20年度の特別会計決
算総額は、歳入284億1735万3499円、

歳出は279億2770万7751円で、６会
計とも、収支均衡ないし黒字決算と
なっています。 
　厳しい社会経済情勢の中で、高齢
化への対応や都市基盤整備を推進す
るためには、さらに創意と工夫に満
ちた事業運営が必要です。 
◆公営企業会計……水道事業では、
使用水量が減少傾向にある中で、人
件費抑制などの企業努力により、１
億7621万1055円の黒字決算となって
おり、また、新たに地方公営企業法
を適用した下水道事業においても、
経費削減などにより、２億8650万

3430円の黒字決算となっています。 
　一方、病院事業では、地域医療連
携室の整備や医療機器更新等に努め
たが、医師不足等に伴う入院患者数
の減少などにより、１億5793万4614
円の純損失が生じており、今後は、
「市立川西病院事業経営改革プラン」
による経営改善や良質な医療サービ
スの安定的提供が期待されます。 

かわにし市議会だより   174号 1

２０
年
度
各
会
計
決
算
を
認
定 

め
ぐ
り
活
発
な
論
議 

ホームページアドレス　http://www.city.kawanishi.hyogo.jp/gikai/

No.174

平成21年（2009年） 
12月1日 

TEL 072-740-1255 
FAX 072-740-1318

発行：川西市議会 
編集：広報委員会 

市花りんどう 

年賀状はお出しできません 
　議員が、市民の皆様へ年賀状（答礼のため
の自筆によるものを除く）を出すことは、公職選
挙法で禁止されています。 
　公正な政治活動をするため、皆様のご理解を
お願いします。 

市 議 会 の 新 し い 体 制 決 ま る 
10月26日・27日に開催した第fl回臨時会で役員改選を行い、下記のとおり、市議会の新しい体制が決まりましたので、お知らせいたします。 

議　　　　長 

猪名川上流広域ごみ処理 
施設組合議会議員 

総 　 　 務 

文 教 公 企 

厚 生 経 済 

建 　 　 設 

議 会 運 営 
委 　 員 　 会 

安　田　忠　司 

◎中礼思無哉　○岩田秀雄　黒田美智　小西佑佳子　上馬　勇 
　西山博大　　越田謙治郎　江見輝男　小山敏明　安田末廣 

◎大矢根秀明　○津田加代子　大塚寿夫　倉谷八千子　北上哲仁 
　志水隆司　　梶田忠勝 

◎越田謙治郎　○住田由之輔　宮坂満貴子　前田　貢　宮路尊士 
　岩田秀雄　　土田　忠　安田末廣 

◎土谷一郎　○西山博大　上馬　勇　吉田　進　安田忠司 
　江見輝男　　多久和桂子　中礼思無哉 

◎小山敏明　○平岡　譲　黒田美智　小西佑佳子　吉富幸夫 
　松田恭男　　久保義孝 

　黒田美智　　宮坂満貴子　吉富幸夫　松田恭男　平岡　譲 
　岩田秀雄　　小山敏明　土田　忠　久保義孝 

◎吉田　進　○大塚寿夫　倉谷八千子　松田恭男　越田謙治郎 
　岩田秀雄　　梶田忠勝 

◎多久和桂子　○宮坂満貴子　土谷一郎　上馬　勇　大矢根秀明 
　津田加代子　　安田末廣 

◎江見輝男　○黒田美智　前田　貢　吉富幸夫　北上哲仁 
　平岡　譲　　土田　忠　中礼思無哉 

◎久保義孝　○小山敏明　住田由之輔　小西佑佳子　西山博大 
　宮路尊士　　安田忠司　志水隆司 

副 　議　長  梶　田　忠　勝 監 査 委 員  倉　谷　八千子 

常
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◎は委員長、○は副委員長 

飛行場対策  
周辺整備調査 

まちづくり 
調　　　　査 

広 域 ご み 
処理施設調査 

新名神高速道路 
周 辺 対 策  

農業委員会委員 吉富幸夫　　岩田秀雄 



当初予算額 428億4700万円 
最終予算額 479億9700万2160円 

＝１人当たり 
　（人口は、平成２１年３月末人口　１６万１３１０人） 

３４億９５２５万１０４３円 

２１６億８００４万９７２７円 

３９億６９０９万８０００円 

市　　税 市　債 

そ の 他  

県支出金 

地方交付税 
国庫支出金 

５９億９７７０万２２８２円 
３万７１８１円 ４４億１８５０万８１６０円 

２万７３９１円 

２５億５９３０万３０４円 
１万５８６６円 

５２億５５９５万９９３７円 
３万２５８３円 

７万９３２１円 

６４億９８６万３５９１円 
３万９７３６円 

民 生 費  

その他 

土 木 費  

総 務 費  

衛 生 費  

教 育 費 

５９億５５６０万８７１６円 
３万６９２０円 

公 債 費 

１２７億９５２０万３７１６円 

１９億８４４７万９１８１円 

３８億６４３９万５０００円 

８６億３４７２万６９９９円 

一般会計決算 
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一 般 会 計 

委員　20年度では、市税の収入未済
額が前年度より2.3ポイント減少し
たものの、21億5434万8882円となっ
ている。
　そこで、滞納整理（滞納金に対す
る一連の事務手続き）の取り組み状
況を伺いたい。
市税収納課長　滞納整理事務では、
督促状や催告書に加え、差し押さえ
予告文書を送付し、滞納者との接触
機会を得て、納税交渉を行っている。
　この交渉で、納税意思がない滞納
者に対しては、預金や給与などの債
権差し押さえを行った結果、1066万
円を市税に充当したほか、不動産差
し押さえも実施し、2190万円の納税
が確保できたところである。
　また、現年課税分の高額滞納者に
対しては、訪問等による面談を行い、
過年度に繰り越さないよう納付督励
を行っている。
委員　20年度では、減収補てん債が
３億4240万円収入されているが、こ

の市債の内容や発行理由のほか、今
後の発行予定を伺いたい。
企画財政部参事　減収補てん債は、
法人市民税と利子割交付金の減収に
よる財源不足に陥った場合に発行で
きるもので、使用目的が限定されな
い財源として活用できるほか、翌年
度以降には、国からの地方交付税で
財源不足が補われるものである。
　財源不足は、本来市の基金で急激
な減収を補っていくべきであるが、
現状の基金に余裕がないため、この
市債を発行しており、今後の財政運
営も厳しいと考えられることから、
有効な財源確保策として活用してい
きたい。 

委員　不動産売払収入が1731万4761
円で決算された結果、当初予算と比
べると約２億5000万円の大幅な減額
となっている。

　市民が注目する当初予算編成では、
不動産市況が不明な状況で確定して
いない収入は見込むべきでなく、確
実となった時点で歳入予算を追加す
るべきであり、大幅減額となった理
由や予算計上の考え方について伺い
たい。
企画財政部参事　本市では、未利用
地の有効活用として、土地売却を早
期に進め、不動産収入を確保するほ
か、今後の固定資産税等の税収向上
につなげることを方針としている。
　しかし、20年度では、秋以降に不
動産市況が急激に悪化したため、内
部で検討した結果、売却に踏み切る
ことは得策ではないと判断し、21年

度以降に先送りにしている。
　土地売却に対する方針は変えてい
ないが、当初予算への計上について
は、今後、検討していきたい。 

委員　20年度では、公文書閲覧等の
手数料として、22万5220円が収納さ
れているが、手数料を無料にしてい
る市もあることから、この内訳に加
え、手数料徴収の必要性を伺いたい。
総務部総務課長　この手数料は、条
例に基づき、１件300円とコピー１
枚10円の単価で、公文書公開に係る
手数料21万6350円と個人情報開示に

係る手数料8870円を収納して
いる。
　市民や市内事業所からの請
求については、この手数料を
無料としている近隣市もある
が、本市では、公的な役務の
提供に対する受益者負担の考
えのもと、営利目的などによ
る制度の乱用防止の観点も踏
まえ、手数料を徴収している
ところである。 

減収補てん債の発行方針も 
公文書閲覧等の手数料 
徴収の必要性問う 

不動産売払収入  
予算計上の考え方は 

市税滞納への対応状況聞く 

委員　政策企画・立案事業では、金
太郎プロジェクトが推進されている
が、マスコットキャラクターきんた
くんへの注目だけが先行し、プロジ
ェクトの目的が分かりにくいことか
ら、事業に対する評価を伺いたい。
政策推進室長　きんたくんについて
は、市の印刷物での活用はもとより、
着ぐるみの貸し出しや事業者による
キャラクターグッズの開発等を通じ

て、子どもを中心に認知度が飛躍的
に高まっており、まちの活性化や経
済効果を図るといった当初の事業目
的を達成しつつある。 
　今後は、大学等と連携した企画や、
金太郎にゆかりのある他市との交流
などに取り組んでいく考えである。 
委員　イベント支援事業では、源氏
まつりや川西おもろ能などの開催補
助金として、851万5000円が支出さ
れているが、観光は市にとって
重要な資源であることから、１
日限りのイベントにとどまらな
い取り組みを展開する考えはな
いか。
商工・観光課長　市が支援する
イベントは、地域活性化やにぎ
わいを創出するほか、人々の交
流促進や本市のイメージアップ
に大きな利点があるが、日常的な
観光ＰＲも必要だと考えている。
　本市には、優れた自然景観を

はじめ、観光名所や文化史跡が多数あ
り、ホームページなどを通じた情報発
信のほか、観光協会や観光プリンセ
スによるＰＲ活動に加え、鉄道事業
者と連携した取り組みも行っており、
今後ともこれらの資源を大切にしな
がら観光の推進を図っていきたい。 
 
 
 
委員　20年度の施政方針では、各組
織の使命や目標を明らかにし、より
市民満足度の高い行政サービスの実
現に努めるとされていたが、具体的
な取り組み内容を伺いたい。
政策課長　本市では、行政経営推進
事業「Ｄａｓｈ！挑戦プロジェクト」
を展開しているが、２年目となる20
年度は、行政経営品質向上プログラ
ムを導入し、担当部課の実行方針や
実行計画の策定など、市民サービス
の向上や、それを提供する行政経営
の仕組みの強化に取り組んできた。
　今後は、市民の視点や声を反映し
た行政運営の仕組みや、客観的な基
準により、行政活動全体を評価する

仕組みづくりなどを進めるとともに、
これらの取り組みを市民へ周知して
いきたいと考えている。 

委員　留守家庭児童育成クラブでは、
20年７月から、開所時間を午後６時
30分まで延長できることになったが、
１クラブ５人以上の希望者がなけれ
ば延長されないなど、様々な課題を
どのように考えているのか。 
青少年支援課長　20年度では、17ク
ラブ中、６クラブで延長育成が実施
され、９カ月間での月単位の利用者
は、延べ131人あったものの、当初
の見込みより少ない状況となった。
　その要因には、年度途中からの実
施に加え、希望調査やＰＲが不十分
であったことを考慮し、延長育成の
希望調査書と利用申請書を一つの様
式に改めたほか、幼稚園や保育所へ
の案内文書の配布などに取り組んだ
結果、21年度では、９クラブで延長
育成が実施されており、利用者数も
約３倍に増加した。 

延長育成の課題ただす 
留守家庭児童育成クラブ 

具体的な取り組みは 
満足度高い行政サービス 

「金太郎プロジェクト」事業評価を問う 
観光資源 活用した取り組みも 

市政情報コーナー 市政情報コーナー 

能勢妙見・里山観光ＰＲフェア 能勢妙見・里山観光ＰＲフェア 



病　院　事　業 

当初予算額 

最終予算額 

決　算　額 

45億3125万5000円 

45億7128万6000円 

46億  656万9126円 

47億3580万9000円 

48億1721万円 

47億4348万  336円 

〈 収 益 的 収 入 〉  〈 収 益 的 支 出 〉  

水　道　事　業 

当初予算額 

最終予算額 

決　算　額 

36億6640万2000円 

36億6640万2000円 

36億9334万    69円 

〈 収 益 的 収 入 〉  〈 収 益 的 支 出 〉  

35億5581万7000円 

35億5581万7000円 

34億9753万9129円 

  4億5761万2000円 

  6億  761万2000円 

  4億6807万8050円 

  7億4443万円 

  8億9443万円 

  6億8988万  835円 

当初予算額 

最終予算額 

決　算　額 

〈 資 本 的 収 入 〉  〈 資 本 的 支 出 〉  

  4億6743万3000円 

  5億1407万9000円 

  5億1412万8000円 

  6億1480万円 

  6億8476万9000円 

  6億7588万2528円 

〈 資 本 的 収 入 〉  〈 資 本 的 支 出 〉  

当初予算額 

最終予算額 

決　算　額 

公営企業会計決算 

13億5601万7000円 

15億9606万3000円 

14億5796万  707円 

23億1349万8000円 

24億1767万円 

22億6783万9859円 

〈 資 本 的 収 入 〉  〈 資 本 的 支 出 〉  

当初予算額 

最終予算額 

決　算　額 

当初予算額 

最終予算額 

決　算　額 

29億9705万1000円 

29億6417万2000円 

29億4462万9874円 

27億2670万1000円 

26億8042万7000円 

26億4917万7046円 

〈 収 益 的 収 入 〉  〈 収 益 的 支 出 〉  

下 水 道 事 業 
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公 営 企 業 会 計 

漏水防止対応策を聞く  
料金滞納 給水停止の実施基準も 

水　 道　 事　 業 

施設耐震化への取り組み問う 
“人口普及率99.2％”今後の整備方針は 

病　 院　 事　 業 

水　 道　 事　 業 

医師の確保へ待遇改善を  
患者満足度の向上策示せ 

“ごみ減量・集団回収”啓発の考え聞く 
駐輪施設 歩道空間の活用状況も 

委員　20年度では、漏水への対応に
努めた結果、給水収益に反映されな
い無効水量が、前年度より15.4％も
大幅に削減されていることから、具
体的な取り組み状況を伺いたい。
工務課長　漏水対策として、20年度
では、管路157キロメートル、家屋
等６万3149戸を対象に調査を行い、
129カ所、時間当たり計43トンの漏
水を発見したところである。
委員　水道料金の滞納者に対し、20
年度では、463件の給水停止が行わ
れているが、給水停止の実施基準に
ついて伺いたい。
営業課長　３期（６カ月）分以上の
滞納者には、職員が訪問指導を行い、
その後に一度も納付がない場合のほ
か、分納誓約者が約束通りに納付し
なかったとき、その通知を送付して
２週間以内に納付がない場合に給水
停止を行うこととしている。 

◆　　◆　　◆ 
賛成意見　市民の節水意識の向上に

より、使用水量が減少傾向にある中 
で、黒字経営を継続していることを
評価し、本決算を認定する。 

委員　入院患者数が減少傾向にあり、
20年度でも、前年度より1685人の減
少となっている。
　患者数増加を目指し、患者満足度
を向上させる取り組みを伺いたい。
川西病院事務次長　市立川西病院で
は、患者への医師説明や相談に応じ
ることを重要視しており、医師等の
カンファレンス（症例検討会）で患
者ごとの対応を検討するほか、各病
棟に設置した「ご意見箱」で、患者
の意見を聞き、改善に努めている。
委員　20年度でも医師の退職者が生
じているが、医師確保を目的とした

待遇改善などの対応状況を伺いたい。
川西病院事務長　近隣病院では、医
師の待遇改善に力を入れていると聞
くが、本市では、給与体系の見直し
は困難であるため、今後、収益に対
する貢献度を考慮しながら、特殊技
術を持つ医師への手当等を検討し、
医師確保に努めていきたい。

◆　　◆　　◆ 
賛成意見　全国的な医師不足や診療
報酬改定の影響により、経営環境が
一層厳しくなっている中で、健全経
営に向け努力していることを評価し、
本決算を認定する。 

委員　20年度末では、人口普及率（下
水道整備における行政区域内人口に
供用開始区域内人口の占める割合）

が99.2％に到達しているが、今後の
公共下水道の整備方針を伺いたい。
土木部参事　公共下水道未整備区域
は、東畦野や多田院、西多田などで
残っており、今後、新名神高速道路
周辺整備や猪名川河川改修工事に合
わせ24年度を整備目標としている。
委員　下水道施設には、建設から40
年を経過しているものがあり、今後、
耐用年数の到来による更新が必要と
なることから、これに併せた耐震化
への取り組み状況を伺いたい。
下水道建設課長　平成10年以降の雨
水・汚水管きょの築造工事は、耐震
設計を施し、地震対策を行っている。
　これ以前の施設は、50年の耐用年
数が到来した際、長寿命化工事とと
もに耐震化工事を行う考えである。

◆　　◆　　◆ 
賛成意見　効率的な事業経営を評価
するとともに、施設の老朽化に備え、
一層の経営効率化が推進されること
を要望し、本決算を認定する。 

事 業 総 括 を 問 う  
中学校昼食弁当販売 

下　水　道　事　業 

委員　ごみ減量化とリサイクル推
進事業では、新聞等の再生資源集
団回収奨励金として2302万4496円
を支出する一方で、市による古紙
類の収集も行われているが、経費
の節減を図るため、ごみ減量や集
団回収への参加を市民に啓発する
考えはないか。
美化推進部長　ごみの減量や分別
収集は、市民の協力なしには実現
できないことから、広報誌「Ｒあ～
るかわにし」でも強調し、啓発して
いくべき部分であると考えている。
美化推進室長　集団回収は、リサイ
クルや省資源に対する啓発や、地域
のコミュニティ醸成を目的として行
われているが、集団回収に参加して
いない市民が、古紙類を一般ごみと
して排出する例もあったため、18年
度から市による収集を開始しており、
集団回収と行政回収の両面で取り組
む必要があると考えている。
委員　放置自転車対策事業では、決
算成果報告書において、19年度決算
時に引き続き、歩道空間を活用した
駐輪施設の設置に向けた検討を行う
としているが、現状や検討経過につ

いて伺いたい。
土木管理室長　18年に道路法施行令
が改正され、道路区域内に自転車等
の駐輪施設を設置できることとなっ
ており、すでにＪＲ川西池田駅付近
の国道の歩道区域内では、自動二輪
車等の駐輪施設が設置されている。
　さらに、川西能勢口駅前の南北デ
ッキ下や旧ジャスコ前への設置を目
指し、放置自転車等対策協議会を立
ち上げるとともに、設置基準の策定
を進めており、今後、同協議会にお
いて駐輪施設の設置事業者を選定し
ていく運びとなっている。 

委員　決算成果報告書によると、20
年度の火災現場への平均到着所要時
間は５分となっているが、市は24年
度までに、４分30秒に短縮しようと
していることから、目標値の実現に
向けた取り組み方針を伺いたい。
消防本部次長　火災現場への到着所
要時間は、119番通報を受け、出動
指令を出してから、現場到着までの
時間を計測したものである。
　時間短縮の方策としては、水利調
査や道路工事調査を日々行い、最短
経路で到着できるようにするほか、
応援協定により、他市町の消防にも
出動してもらうなど、１秒でも短縮
できるよう努めている。 

委員　中学校で試行されていた昼食
弁当販売事業について、決算成果報
告書によると、20年度の販売数は１
日平均7.09食となっている。
　年々食数が減少した結果、弁当販
売は20年度で終了されたが、どのよ
うに総括しているか伺いたい。
教育振興部参事　昼食弁当の販売は、
18年度から３中学校で実施したが、

申し込みが少なく、20年度は明峰中
学校のみでの実施となった。
　パン食を好む生徒が多いことが販
売低迷の主な原因と考えられ、一定
の食数がなければ業者の営業が成り
立たないため、終了したものである。

◆　　◆　　◆ 
反対意見　20年度でも、費用対効果
や効率性のみを評価の基準とした行
財政改革が行われ、職員数の削減や
民間委託の推進により、市民や職員
の負担増と行政サービスの低下を招
いている。
　また、中央北地区の土壌汚染対策
工事費をめぐる訴訟問題など、市民
に対する説明責任が果たされていな
い事案も見受けられ、適正で公平な
予算執行がなされたとは言い難く、
本決算は認定できない。
賛成意見　厳しい財政状況が依然と
して続く中で、職員が一丸となり、
行財政改革に取り組んだ結果、目標
を上回る成果を上げたことを評価す
る。
　今後とも、公平負担の原則や自主
財源確保の観点から、市税の収納率
向上に一層努力するとともに、民間
委託の推進や、「計画・実行・評価・
改善」の手順を徹底した行政経営に
取り組まれることを要望し、本決算
を認定する。 

短縮への取り組みは 
火災現場到着時間 
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介 護 保 険 
事　業 

介 護 保 険 
事　業 

委員　20年度では、介護報酬の改定
に伴う保険料の急激な上昇を抑制す
るため、介護従事者処遇改善臨時特
例交付金として、国から9147万541
円が交付されているが、この交付金
を活用した介護保険料の改定方針を
伺いたい。 
長寿・介護保険課長　この特
例交付金は、基金に積み立て
た後、今後３年間で、合計
8350万1941円を取り崩し、財
源に充てることとしている。 
　本市では、この基金も保険
料の算定に考慮した結果、21
年度からの３年間における介
護保険料の月額基準額を3900
円に据え置くことができてい
る。 

賛成意見　基金を活用した結果、保
険料が据え置かれており、今後も加
入者に基金の還元を図るとともに、
要介護認定に係る判定方法の改善や、
介護サービスの利用限度額の撤廃な
どを国に対して求めることを要望し、
本決算を認定する。 

交付金を活用した 
保険料の改定方針は 

用地先行取得 
事　業 

用地先行取得 
事　業 

取得した学校用地 
有効活用への考え問う 

 
 
 
 
委員　20年度では、学校施設用地先
行取得事業において、2323万2000円
を支出し、北陵地区における中学校
用地の先行取得が行われているが、
この用地の活用方法について、市の

考えを伺いたい。 
政策推進室長　取得した中学校予定
地については、かねてより有効活用
を求める地元要望があり、現在、地
元コミュニティ組織により、検討委
員会が立ち上げられ、土地の有効活
用に係る協議が進められているとこ
ろである。 
　この協議の中では、多目的広場や
イベント等への活用といった要請が
あることから、今後、この調整が済
み次第、速やかに予算化を図ってい
きたいと考えている。 

老 人 保 健 
事　業 

老 人 保 健 
事　業 

　老人保健制度は、75歳以上の高齢
者を対象とした医療費給付制度であ
ったが、国の医療制度改革により、
後期高齢者医療制度が創設されたこ
とに伴い、20年３月末をもって廃止
されている。 

　本事業特別会計は、この制度の過
年度精算等を処理するため、22年度
末まで存続するものであり、20年度
では、医療給付費や医療支給費、医
療費請求の内容審査に対する審査支
払手数料など、当初予算額16億5916
万4000円に、補正予算額を加えた予
算現額17億9739万7000円で編成され、
これに対する歳入・歳出決算額は13
億6952万9776円となっている。 

後期高齢者医療 
事　業 

後期高齢者医療 
事　業 

委員　20年度から創設された後期高
齢者医療制度では、保険者である兵
庫県後期高齢者医療広域連合に代わ
り、市が保険料を徴収している。 
　保険料の納付方法は、年金額が年
額18万円以上の受給者は、原則、年
金からの天引きによる特別徴収とさ
れていたが、一定の要件のもとで普

通徴収への変更が可能となったため、
本市において、普通徴収を選択して
いる加入者の状況を伺いたい。 
保険収納課長　20年度では、337人
の加入者から、徴収方法変更の申込
みがあったところである。 
　保険料の年金天引きは、確実な徴
収を可能としていることから、普通
徴収への変更に当たっては、口座振
替で納付することと、保険料の滞納
がないことを条件としている。 

◆　　◆　　◆ 
反対意見　年齢によって医療保険の
加入を区別するこの制度自体に反対
であり、市民の負担増となっている
ことから、本決算は認定できない。 

保険料の納付方法 
加入者の選択状況は 

国民健康保険 
事　業 

国民健康保険 
事　業 

一般会計繰入金 
方針見直し健全化図れ 

厳しい決算状況 
市の見解ただす 

 
 
 
 
委員　20年度では、改定率3.78％の
保険税引き上げを実施し、実質収支
額が4443万3343円の黒字決算となっ
ているが、翌年度に返還しなければ
ならない国費を精算すると、１億8802
万円の赤字決算になることから、こ
の決算状況に対する見解を伺いたい。 
健康福祉部長　20年度では、後期高
齢者医療制度の開始による75歳以上
の加入者の減少などを見込み、税率
の引き上げを行ったが、国保税収納
率の低下に加え、市町村間の財政力
調整を目的とした国からの調整交付
金が大きく改定され、見込額を下回っ
たことで赤字決算となっており、今後
もこの状況は継続すると考えている。 
水田副市長　赤字要因には、本市の
国保加入者に現役世代が少ないとい
ったことも考えられるが、改善策に
ついては、今後の制度設計の中で検
討していきたいと考えている。 

委員　20年度では、国保会計の財源
に充てる一般会計繰入金の方針を変
更し、法令基準に基づかない（法定
外）財源補てん的な繰入金を原則廃
止した結果、前年度より３億7092万
8346円の減額となっているが、この
繰入金を再開し、国保会計の健全化
を図る考えはないか。 
健康福祉部長　法定外の一般会計繰
入金については、税の二重投資に当
たるのではないかという意見があっ
たことから、20年度の医療制度改革
に併せ、見直しを図ったものであ
る。 
　後期高齢者医療制度の影響など、
市の施策だけで国保会計の健全化を
図るには、困難な状況があるため、
今後、国に対して、医療保険制度の
一本化を要望していきたい。 

◆　　◆　　◆ 
反対意見　保険税の引き上げに加え、
税負担を抑制してきた一般会計繰入
金が削減されるなど、加入者負担が
増大していることから、本決算は認
定できない。 

委員　市内の水稲作付面積7404.8ア
ールのうち、農業共済への加入状況
を伺いたい。 
農林・労政課長　20年度では、全体
の作付面積のうち、7120アールが共
済引受面積である。 

　本共済への加入条件は、作付面積
が25アール以上の場合は、強制加入
となっており、10アール以上25アー
ル未満については任意加入で、10ア
ール未満の場合では、加入できない
こととなっている。 

共済加入状況聞く 
水稲作付面積7404.8アール 

古紙再生紙を使用しています 

　10月の議会役員の
選出に伴い、市議会広
報委員会のメンバーが
新たに決まりました。 
　今後とも、よろしく
お願いいたします。 

委 員 長 
副委員長  
委　　員 

平岡　　譲 
北上　哲仁 
住田由之輔 
吉田　　進 
西山　博大 
江見　輝男 
土田　　忠 
多久和桂子 
久保　義孝 
中礼思無哉 

市議会 
新広報委員 

国民健康保険事業 老人保健事業 農業共済事業 後期高齢者医療事業 介護保険事業 用地先行取得事業 

〈予　算〉 

〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 

〈予　算〉 〈予　算〉 〈予　算〉 〈予　算〉 〈予　算〉 

147億9942万6000円 

154億6646万3000円 

16億1993万8000円 

16億1614万5000円 

82億8903万1000円 

83億9377万2000円 

17億4985万6000円 

17億5320万円 

2421万7000円 

2421万8000円 

16億5916万4000円 

17億9739万7000円 

153億1411万9227円 

152億6968万5884円 

0円 

4443万3343円 

15億2360万1479円 

15億2360万1479円 

0円 

0円 

85億2818万3477円 

80億9300万4565円 

0円 

4億3517万8912円 

16億6051万  224円 

16億5047万6731円 

0円 

1003万3493円 

2140万9316円 

2140万9316円 

0円 

0円 

13億6952万9776円 

13億6952万9776円 

0円 

0円 

当初予算額 

最終予算額 

歳入総額 

歳出総額 

翌年度へ繰り越すべき財源 

実質収支額 


